
※契約内容の詳細につきましては、各担当課にお問い合わせ下さい。
平成３１年４月１日から令和元年９月３０日までの随意契約
【総務部】

担当課 契約名称 契約締結日
契約の相手方の

名称
契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

総務課
八尾市庁舎防災設
備保守点検業務

平成31年4月1日 阪和通工㈱
大阪市天王寺区南河堀
町３番34号シグナルセン
タービル

1,395,200

当該設備における施工業者であり、点検経過等
の履歴を把握し設備維持管理を最も安全かつ効
率的で、適切、確実に履行できるため。（地方自
治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎消防設
備保守点検業務

平成31年4月1日
日本ドライケミカ
ル㈱　大阪支店

大阪府大阪市淀川区西
宮原一丁目４番13号
FGEX新大阪ビル５階

1,462,671

当該設備における施工業者であり、点検経過等
の履歴を把握し設備維持管理を最も安全かつ効
率的で、適切、確実に履行できるため。（地方自
治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎セキュ
リティシステム保守
点検業務

平成31年4月1日
パナソニックＬS
エンジニアリング
㈱　近畿支店

大阪市中央区城見二丁
目１番61号

1,750,540
当該装置は同ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が製作した装置であ
り、同社でないと保守ができないため。（地方自治
法施行令第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎非常用
直流電源設備保守
点検業務

平成31年4月1日
古河電池㈱　関
西支社

大阪市中央区瓦町４丁
目２－14京阪神瓦町ビ
ル９階

3,093,400
当該装置は同社が製作した装置であり、同社で
ないと保守ができないため。（地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎空調設
備保守点検業務

平成31年4月1日 ㈲ミタカ冷機
八尾市安中町六丁目５
番４号

1,541,260

複数メーカーかつ様々な設備にもかかわらず、過
去確実に保守点検業務を履行し、また、点検経
過等の履歴を把握し設備維持管理を最も安全か
つ効率的で、適切、確実に履行できるため。（地
方自治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎空調用
自動制御機器保守
点検業務

平成31年4月1日
アズビル㈱ビル
システムカンパ
ニー　関西支社

大阪市北区天満橋一丁
目８番30号

2,834,000
当該装置は同社が製作した装置であり、同社で
ないと保守ができないため。（地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎冷凍・
空調設備保守点検
業務

平成31年4月1日
三菱電機ビルテ
クノサービス㈱
関西支社

大阪市北区天満橋一丁
目８番30号ＯＡＰタワー

1,281,840
当該装置は同ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が製作した装置であ
り、同社でないと保守ができないため。（地方自治
法施行令第167条の2第1項第2号該当）

令和元年度　随意契約の公表（総務部）



担当課 契約名称 契約締結日
契約の相手方の

名称
契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

総務課
八尾市庁舎吸収冷
温水機保守点検業
務

平成31年4月1日
川重冷熱工業㈱
西日本支社

大阪市東淀川区東中島
一丁目19番４号

1,526,000
当該装置は同社が製作した装置であり、同社で
ないと保守ができないため。（地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎中央監
視盤保守点検業務

平成31年4月1日
パナソニックＬS
エンジニアリング
㈱　近畿支店

大阪市中央区城見二丁
目１番61号

2,387,100
当該装置は同ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が製作した装置であ
り、同社でないと保守が出できないため。（地方自
治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎照明制
御システム保守点
検業務

平成31年4月1日
パナソニックＬS
エンジニアリング
㈱　近畿支店

大阪市中央区城見二丁
目１番61号

545,000
当該装置は同ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が製作した装置であ
り、同社でないと保守ができないため。（地方自治
法施行令第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎エレ
ベーター保守点検
業務

平成31年4月1日
三菱電機ビルテ
クノサービス㈱
関西支社

大阪市北区天満橋一丁
目８番30号ＯＡＰタワー

5,820,600
当該装置は同ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が製作した装置であ
り、同社でないと保守ができないため。（地方自治
法施行令第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎本館エ
スカレーター保守
点検業務

平成31年4月1日
東芝エレベータ
㈱　関西支社

大阪市阿倍野区阿倍野
筋一丁目１－43

1,867,824
当該装置は同ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が製作した装置であ
り、同社でないと保守ができないため。（地方自治
法施行令第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎議場音
響設備等保守点検
業務

平成31年4月1日
㈱ＪＶＣケンウッ
ド・公共産業シス
テム　関西支店

大阪市福島区鷺洲１－１
１－19大阪福島セントラ
ルビル４階

1,945,650
当該装置は同社が製作した装置であり、同社で
ないと保守ができないため。（地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎電話交
換業務

平成31年4月1日 ㈱アスウェル
大阪府羽曳野市伊賀五
丁目１－４

5,093,280

市民サービスに直接影響を与える当該業務を過
去確実に履行し、また、本市における交換業務の
ポイントも熟知し、最も適切、確実に履行できるた
め。（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号
該当）

総務課
八尾市庁舎植栽等
散水業務

平成31年4月1日
公益社団法人八
尾市シルバー人
材センター

八尾市宮町一丁目10番
32号

926,299

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第41
条第2項に規定するシルバー人材センターから役
務の提供を受ける契約であるため。（地方自治法
施行令第167条の2第1項第3号該当）



担当課 契約名称 契約締結日
契約の相手方の

名称
契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

総務課
八尾市役所自動車
駐車場警備業務

平成31年4月1日 伸和サービス㈱
大阪市北区天神橋七丁
目７番５号

1,616,925

同社は、市役所本庁舎の警備を実施する八尾市
本庁舎警備業務及び建物総合管理業務の受託
会社であり、地下駐車場出入り口での誘導や場
内の巡回を含めて、庁舎敷地内の警備を行って
いるため、当該委託業務における駐車場警備員
が連携することにより、駐車場の混雑緩和のため
に効率的に業務を実施できるため。（地方自治法
施行令第167条の2第1項第2号該当）

総務課
駐車場賃貸借契約
（駐輪場）

平成31年4月1日
八尾市情報公開
条例第6条第1号
より非公開

同左 2,064,000

市庁舎に近接しており、立地条件及び面積等駐
輪場として有効的に使用できる条件を満たしてい
るため。（地方自治法施行令第167条の2第1項第
2号該当）

総務課 印刷業務の委託 平成31年4月1日
公益社団法人八
尾市シルバー人
材センター

大阪府八尾市宮町一丁
目10番32号

2,669,040

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第41
条第2項に規定するシルバー人材センターから役
務の提供を受ける契約であるため。（地方自治法
施行令第167条の2第1項第3号該当）

総務課 メール業務の委託 平成31年4月1日
公益社団法人八
尾市シルバー人
材センター

大阪府八尾市宮町一丁
目10番32号

2,669,040

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第41
条第2項に規定するシルバー人材センターから役
務の提供を受ける契約であるため。（地方自治法
施行令第167条の2第1項第3号該当）

総務課
八尾市庁舎自家用
電気工作物精密点
検業務

平成31年4月1日 日本電検㈱
大阪市中央区高津一丁
目３番５号

799,200

点検経過等の履歴を把握し、点検ポイントも熟知
しているため、本業務を最も効率的で、適切・確
実に履行できるため。（地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎非常用
自家発電設備点検
整備業務

平成31年4月1日
ヤンマーエネル
ギーシステム㈱
大阪支社

兵庫県尼崎市潮江１丁
目３番３０号

2,234,800

当該設備は同社が製作した設備であり、対象設
備について熟知しており、非常時に確実に作動す
べき当該設備の点検整備業務を最も効率的で、
適切・確実に履行できるため。（地方自治法施行
令第167条の2第1項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎電話交
換設備保守業務

平成31年4月1日
西日本電信電話
㈱大阪支店

大阪市都島区東野田町
４丁目１５番８２号

2,125,500

故障時の原因究明や災害時等の迅速かつ確実
な機能回復は公衆網及び本庁舎電話交換設備
を熟知している必要があるため、長年本庁舎の
電話通信設備に関わっており、知識と経験が特
段豊富な同社が、当該業務を最も円滑かつ確実
に遂行できるため。（地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号該当）



担当課 契約名称 契約締結日
契約の相手方の

名称
契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

総務課
全国市長会市民総
合賠償補償保険

平成31年4月1日 全国市長会
東京都千代田区平河町
二丁目４番２号

3,867,266

本市の施設瑕疵等に起因する賠償及び本市の
主催行事等での補償の必要がある場合に、包括
的に財政的な負担軽減を図ることができる保険で
あるため。（地方自治法施行令第167条の2第1項
第2号該当）

総務課
八尾市庁舎電力量
計修繕

令和元年5月14日
三菱電機システ
ムサービス㈱関
西支社

大阪府大阪市北区大淀
中１－４－１３

1,906,200

当該装置は同ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が製作した装置であ
り、対象装置について熟知しており、最も適切か
つ迅速に業務履行できるため。（地方自治法施行
令第167条の2第1項第2号該当）

総務課

八尾市庁舎西館マ
シン室空調機コン
プレッサー他取替
補修

令和元年6月21日 ㈲ミタカ冷機
八尾市安中町六丁目５
番４号

743,040

同社が保守点検する設備であり、対象設備につ
いて熟知しており、最も適切かつ迅速に業務履行
できるため。（地方自治法施行令第167条の2第1
項第2号該当）

総務課
八尾市庁舎本館地
下階防煙ダンパー
等取替修繕

令和元年8月21日 ㈱キダ設備
八尾市中田五丁目183
番地

896,400
非常時に確実に作動すべき当該設備を早急に修
繕する必要があるため。（地方自治法施行令第
167条の2第1項第5号該当）

総務課
八尾市庁舎中央監
視盤センター装置
修繕

令和元年9月12日
パナソニックＬS
エンジニアリング
㈱　近畿支店

大阪市中央区城見二丁
目１番61号

1,980,000

当該装置は、パナソニック㈱製で、故障時の迅速
かつ確実な機能回復はメーカー独自のノウハウ
が不可欠であるため、当該装置を熟知している、
同社のみが本業務を遂行できるため。（地方自治
法施行令第167条の2第1項第2号該当）

政策法務
課

例規管理検索シス
テム更新等業務

平成31年4月1日 第一法規㈱
東京都港区南青山二丁
目11番17号

4,416,931

例規管理検索システム更新等業務においては、
平成20年度実施のプロポーザル方式により選定
した同社に委託しており、その業務の円滑を確保
するためには同社に継続して委託することが望ま
しいため。（地方自治法施行令第167条の２第１項
第２号該当）

政策法務
課

顧問弁護士委託 平成31年4月1日
疋田・團法律事
務所弁護士疋田
淳

大阪府大阪市中央区北
浜二丁目１番19-802号

784,800
訴訟等の業務の性質上、競争入札に適しないた
め。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当）

政策法務
課

顧問弁護士委託 平成31年4月1日
弁護士法人俵法
律事務所

大阪府大阪市東淀川区
東中島一丁目21番33号
俵ビル２階

784,800
訴訟等の業務の性質上、競争入札に適しないた
め。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当）



担当課 契約名称 契約締結日
契約の相手方の

名称
契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

政策法務
課

顧問弁護士委託 平成31年4月1日
阿吽法律事務所
弁護士髙木陽一

大阪府八尾市東本町三
丁目９番19号リバティ八
尾612号

784,800
訴訟等の業務の性質上、競争入札に適しないた
め。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当）

政策法務
課

顧問弁護士委託 平成31年4月1日
樹陽法律事務所
弁護士山田陽彦

大阪府大阪市中央区平
野町一丁目８番15号マ
ルイト平野町ビル３階

784,800
訴訟等の業務の性質上、競争入札に適しないた
め。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当）

市政情報
課

番組制作及び放送
業務委託契約
（年間番組／八尾
市からのお知らせ
等）

平成31年4月1日
やおコミュニティ
放送（株）

八尾市光町二丁目3番
アリオ八尾2階

39,059,010

幅広く市民に市政情報を発信するための有効な
広報手段の一つとして、コミュニティＦＭ放送によ
る情報発信を行っているが、同放送業務を行える
のは、市内で放送免許を有する同社しかないた
め、同社と委託契約を行う。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該
当）

市政情報
課

番組制作及び放送
業務委託契約（「河
内音頭振興特別番
組」）

平成31年8月1日
やおコミュニティ
放送（株）

八尾市光町二丁目3番
アリオ八尾2階

758,160

幅広く市民に市政情報を発信するための有効な
広報手段の一つとして、コミュニティＦＭ放送によ
る情報発信を行っているが、同放送業務を行える
のは、市内で放送免許を有する同社しかないた
め、同社と委託契約を行う。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該
当）

市政情報
課

八尾市情報発信
コーナー企画管理
運営業務委託契約

平成31年4月1日
やおコミュニティ
放送（株）

八尾市光町二丁目3番
アリオ八尾2階

3,270,000

本市の市政情報や地域資源、地域情報に精通
し、さまざまな情報発信のノウハウを有しているこ
とや、当該コーナーの隣に位置し、迅速かつ効率
的に来場者への対応ができることから同社と委託
契約を行う。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該
当）



担当課 契約名称 契約締結日
契約の相手方の

名称
契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

市政情報
課

市政だより点字化
及び発送業務委託
契約

平成31年4月1日
特定非営利活動
法人ゆうあい

八尾市光南町一丁目２-
27　沼卯ビル204号

3,927,924

本市で作成された「やさしい市役所づくり指針」で
は、市内の障がい者の雇用・就労支援を充実し、
雇用を促進する配慮が反映できる総合評価等の
手法の検討を図る方向性が示されている。地方
自治法施行令第167条の2第1項第3号の規定に
該当する地域活動支援センターを運営する同法
人は、市の点字案内文書や点訳文書を受託する
など実績も有しており、本業務を委託するにあた
り最適であり、市内作業所の活性化や育成支援
等も図ることも勘案し、同法人と委託契約を行う。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第3号該
当）

市政情報
課

市政だより音訳化
及び発送業務委託
契約

平成31年4月1日
八尾視覚障がい
者福祉協会

八尾市本町二丁目4番
10号

1,560,180

同協会は市内の視覚障がい者に対し、更生・教
養など障がい者福祉の推進活動を行っており、協
会内で機関物として声のテープを製作するなど実
績も有している。また、「声の市政だより」の配布
対象者のほとんどが同協会の会員であることや
地元団体の活性化や育成支援等を図るほか、
「やさしい市役所づくり指針」に示されている市内
障がい者の雇用・就労支援を充実し、雇用を促進
する配慮が反映できる総合評価の観点から、同
協会と委託契約を行う。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第3号該
当）

市政情報
課

八尾市ホームペー
ジ作成システム
ASPサービス利用
契約

平成31年4月1日 キステム(株)
滋賀県大津市浜大津一
丁目4番12号

2,223,600

同社は本市ホームページを構築した事業者であ
り、ホームページの更新・公開には同システムを
利用することが必須であることから構築先である
同社と委託契約を行う。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該
当）

市政情報
課

広報紙「やお市政
だより」配送業務委
託契約

平成31年4月1日
ジャパンメッセン
ジャーサービス
（株）

兵庫県伊丹市大鹿六丁
目68番地

1,962,000

本業務遂行で安定した業務実績を残しており、今
年度も円滑に支障なく継続的に行うために、同社
と委託契約を行う。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第6号該
当）



担当課 契約名称 契約締結日
契約の相手方の

名称
契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

契約検査
課

大阪地域市町村共
同利用電子入札シ
ステム提供サービ
ス利用契約

平成31年4月1日
㈱日立システム
ズ　関西支社

大阪府大阪市北区堂島
浜一丁目２番１号

20,106,255

電子入札システム等の開発委託業者であり、本
システムソフトの著作権を有するため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該
当）

人事課 人材派遣委託契約 平成31年4月1日
株式会社バック
スグループ

東京都渋谷区恵比寿一
丁目19番19号　恵比寿
ビジネスタワー14Ｆ

単価契約
（平成31年度
当初予算額）
31,925,000

業務内容の同一性及び業務の効率性を考えた
上、単年度もしくは事業ごとで競争入札すること
が不利と考えられるため、人材派遣の委託につ
いては3年毎に入札を行っている。（地方自治法
施行令第167条の2第1項第6号該当）

人事課
八尾市職員情報シ
ステムにおける保
守業務委託契約

平成31年4月1日
ＤＩＲインフォメー
ションシステムズ
株式会社

東京都江東区永代一丁
目14番6号

2,654,400

当該契約は、同社が作成した職員情報システム
における保守業務を委託するものであり、同社で
ないとシステムの不具合への迅速な対応が困難
なため。（地方自治法施行令第167条の2第1項第
2号該当）

職員課 結核健診 平成31年7月22日 小谷診療所
吹田市江坂町４丁目10
番１号

870,950

受診者自身の身体的負担及び検診実施に係る
費用面(本市認定こども園規模での医師の派遣を
伴う単独での結核健診実施は費用対効果が低
い）を鑑み、当該検診と職員定期健康診断の同
時実施が合理的であると判断したため。（地方自
治法施行令第167条の２第１項第６号該当)


